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改正育児・介護休業法のポイント

就業規則や育児・介護休業規程等の見直し
事業主に求められること

⑩柔軟な働き方を実現するための措置等

⑪仕事と育児の両立に関する

個別の意向聴取・配慮

個別周知・意向確認等の準備

①子の看護休暇の見直し

②所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

③育児休業取得状況の公表義務適用拡大

④短時間勤務制度（３歳未満）の代替措置に

テレワークを追加

⑤育児のためのテレワーク導入

⑥介護休暇を取得できる労働者の要件緩和

⑦介護離職防止のための雇用環境整備

⑧介護離職防止のための個別の周知・意向確認等

⑨介護のためのテレワーク導入

令和７年４月１日 令和７年10月１日
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施 行 前

名称

対象となる子の範囲

取得事由

労使協定の締結で
除外できる労働者

「子の看護休暇」 「子の看護等休暇」

小学校就学の始期に達するまで 小学校３年生修了まで

①病気・けが
②予防接種・健康診断

①病気・けが
②予防接種・健康診断

③感染症に伴う学級閉鎖等

④入園(入学)式、卒園式

(1)週の所定労働日数が２日以下

(2) 継続雇用期間６か月未満

週の所定労働日数が２日以下

①子の看護休暇の見直し

就業規則等の見直し
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育児 義務

R7年４月１日 施行

※継続雇用期間６か月の要件が撤廃されました



施 行 前

３歳に満たない子を養育
する労働者は、請求すれ
ば所定外労働の制限（残
業免除）を受けることが
可能

小学校就学前の子を養育する
労働者は、請求すれば所定外
労働の制限（残業免除）
を受けることが可能

②所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大
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育児 義務

R7年４月１日 施行

就業規則等の見直し



③男性の育児休業等取得状況の公表義務の拡大 １

従業員数300人超の事業主は、男性の育児休業等の取得の状況を公表しなければなりません

※育児休業等とは、育児・介護休業法に規定する休業のこと
・育休（産後パパ育休を含む）
・短時間勤務制度を講じない場合の代替措置（法第23条第２項）

又は小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務（第24条第
１項）の規定に基づく育休に関する制度に準ずる休業

施 行 前

従業員数1,000人超の事業主 従業員数300人超の事業主

対象企業

従業員とは、

正社員、パート、アルバイトなどの名称にかかわらず、以下の①又は②のいずれかに該当する労働者を指します

①期間の定めなく雇用されている者

②過去１年以上引き続き雇用されている者または雇い入れの時から１年以上引き続き雇用されると見込まれる者
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公表内容 公表前事業年度における下記①または②のいずれかの割合

①育児休業等の取得割合

育児休業等をした男性労働者の数
―――――――――――――――――

配偶者が出産した男性労働者の数

②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

育児休業等をした男性労働者の数
＋

小学校就学前の子の育児を目的とした
休暇制度を利用した男性労働者の数
――――――――――――――――
配偶者が出産した男性労働者の数

育児 義務

R7年４月１日 施行
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③男性の育児休業等取得状況の公表義務の拡大 ２

公表場所
一般の方が閲覧できる方法（インターネット等）
「両立支援のひろば」（厚生労働省が運営するウェブサイト）や自社のホームページ

公表する
タイミング

公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度（公表前事業年度）の
状況について、公表前事業年度終了後、おおむね３か月以内に公表して
ください

事業年度末（決算時期）に対応した公表期限の目安は以下のとおり

育児 義務



施 行 前

④短時間勤務制度の代替措置にテレワークが追加

短時間勤務制度を講ずることが困難な場合の代替措置に、テレワークが追加されます

短時間勤務制度を講ずることが困難と認められる具体的な業務があり、その業務に従
事する労働者がいる場合のみ、労使協定を締結し除外規定を設けた上で、代替措置を
講ずることになります

①育児休業に関する制度に準ずる措置

②始業時刻の変更等

（フレックスタイムの制度、時差出勤

の制度、保育施設の設置運営等）

①育児休業に関する制度に準ずる措置
②始業時刻の変更等
（フレックスタイムの制度、時差出勤の
制度、保育施設の設置運営等）
③テレワーク

選択する場合は
就業規則等の見直し
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育児 義務

R7年４月１日 施行



⑤テレワークの努力義務化

３歳に満たない子を養育する労働者がテレワークを選択でき

るように措置を講ずることが、事業主に努力義務化されます

選択する場合は
就業規則等の見直し
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努力義務育児

R7年４月１日 施行



施 行 前

⑥介護休暇を取得できる労働者の要件緩和

＜除外できる労働者＞

①週に所定労働日数が２日以下

②継続雇用期間６か月未満

＜除外できる労働者＞
①週の所定労働日数が２日以下

労使協定を締結している場合は
就業規則等の見直し

次のような労働者について、介護休暇を取得することができないこととす

る労使協定があるときは、事業主は介護休暇の申出を拒むことができます

※継続雇用期間６か月の要件が

撤廃されました
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介護 義務

R7年４月１日 施行

介護休暇の除外対象にできる労働者の要件が変わります



介護休業と介護両立支援制度等の申出が円滑に行われるようにするため、
事業主は以下のいずれかの措置を講じなければなりません

① 介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施

④
自社の労働者への介護休業・介護両立支援制度等の
利用促進に関する方針の周知

少なくとも管理職は、研修を受けたことがある状態にすること

② 介護休業・介護両立支援制度等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）
相談窓口の設置や相談対応者を置き、これを周知すること

③
自社の労働者への介護休業・介護両立支援制度等の取得事例の収集・提供

取得事例を収集し、これらを掲載した書類の配布やイントラネットへ掲載
すること

介護休業・介護両立支援制度等の利用の促進に関する事業主の方針を記載
したものを事業所内やイントラネットに掲示すること

⑦介護離職防止のための雇用環境整備
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介護 義務

R7年４月１日施行



⑧介護離職防止のための個別周知・意向確認等 1

介護に直面した旨の申出をした労働者に対し個別の周知を行い、
意向の確認を行う

タイミング 労働者が介護に直面した旨を申し出たとき

方法 ①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか
労働者が希望した場合のみ

周知事項

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等

② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先

③介護休業給付金に関すること

介護休暇制度

所定外労働の制限

時間外労働の制限

深夜業の制限

介護のための所定労働時間

の短縮等の措置
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介護 義務

R7年４月１日施行



タイミング ・労働者が40歳に達する日（誕生日の前日）の属する年度（１年間）
・労働者が40歳に達した日の翌日（誕生日）から１年間 のいずれか

情報提供事項

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等

② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先

③ 介護休業給付金に関すること

方法 ①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか
労働者が希望した場合のみ

⑧介護離職防止のための個別周知・意向確認等 ２

介護に直面する前の早い段階（４０歳等）に介護休業及び介護

両立支援制度等に関する情報提供を行わなければなりません。

介護休暇

所定外労働の制限

時間外労働の制限

深夜業の制限

介護のための所定労働時間

の短縮等の措置
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義務介護

R7年４月１日施行



情報提供事項

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等

② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先

③ 介護休業給付金に関すること

介護休業に関する制度、介護両立支援制度等とは

周知事項

介護休業 要介護状態にある対象家族について、介護の体制を構築して（介護サービスの手続き等も含まれる）
働きながら対応できるようにするために
一定期間休業するもの
対象家族１人につき 通算93日 ３回まで分割可能

介護休暇 要介護状態にある対象家族の介護・世話(※)をするための休暇
(※)通院の付き添い、ケアマネジャーとの打ち合わせ等

介護終了まで年間５日（対象家族が２人以上の場合は10日） 時間単位で取得可能

所定外労働の免除

時間外労働の制限

深夜業の制限

事業主は利用開始から３年以上の期間内で２回以上
短時間勤務・フレックスタイム・時差出勤・費用助成*のいずれかを利用できる措置
を講ずる義務（*費用助成は１回(一括払い)にすることが可能）

残業免除

１か月24時間 １年150時間を超える時間外労働を制限する制度

午後10時～午前5時までの就業をさせてはならない

介護のための

短時間勤務制度等

介護終了まで

何回でも請求可能
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⑨テレワークの努力義務化

要介護常態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択

できるように措置を講ずることが、事業主に努力義務化され

ます

選択する場合は
就業規則等の見直し

14

努力義務介護

R7年４月１日 施行



⑩柔軟な働き方を実現するための措置 1

３歳～小学校就学前の子を養育する労働者

下の①～⑤の中から、２以上の制度を選択して措置する

① 始業時刻等の変更

② テレワーク等(10日/月)

③ 保育施設の設置運営等

④ 新たな休暇の付与(10日/年)

⑤ 短時間勤務制度

所定労働時間を短縮しない働き方

労働者は、事業主が講じた措置の中から１つを選択して利用することができます

事業主が措置を選択する際、

過半数労働組合等からの意見聴取の機会を設ける必要があります
就業規則等で定める

対象者

措 置

留意点

15

育児 義務

R7年10月１日 施行



⑩柔軟な働き方を実現するための措置 ２

①始業時刻等の変更
次のいずれかの措置があります

・フレックスタイムの制度

・始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げる制度（時差出勤の制度）

②テレワーク等（10日／月）
１日の所定労働時間を変更することなく、月あたり10日以上の日数を利用可能すること

③保育施設の設置運営等

保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与（ベビーシッターの手配及び費用負担など）

④新たな休暇の付与（10日／年）
１日の所定労働時間を変更することなく、年あたり10日以上の日数を取得可能とすること
原則時間単位で利用できるようにすること

⑤ 短時間勤務制度
１日の所定労働時間を原則６時間とする措置を含む

それぞれの措置の詳細

すでに導入している制度を「柔軟な働き方を実現するための措置」として講ずる場合も、

過半数労働組合等からの意見聴取が必要です
16

育児 義務



意見聴取

措置の選択

過半数労働組合等の
意見を聴く場を設ける

① 始業時刻等の変更
② テレワーク等(10日/月)
③ 保育施設の設置運営等
④ 新たな休暇の付与(10日/年)
⑤ 短時間勤務制度

２以上の制度を選択

０１

０２

⑩柔軟な働き方を実現するための措置 ３ ー導入までの流れー

０４
個別周知
意向確認

労働者の子が１歳１１か月～２歳１１か月の１年間に

の措置についての周知と意向の確認０２

０３

就業規則に定める 講じた措置について就業規則や育児・介護
休業規程等に定めなければいけません
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育児 義務
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R4年10月31日～R5年10月30日までに生まれた子
R7年10月１日（施行日時点）

の対象労働者

柔軟な働き方を実現するための措置として講じた措置の周知と、
制度の利用について意向の確認を個別に行う

タイミング
労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間

（１歳11か月に達した日の翌々日～２歳11か月に達する日の翌日まで）

周知事項

① 措置の内容

（柔軟な働き方を実現するための措置として選択した措置）

② 措置の申出先（例：人事部など）

③ 所定外労働（残業免除）・時間外労働・深夜業の制限に関する制度

方法 ①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか
労働者が希望した場合のみ

⑩柔軟な働き方を実現するための措置 ４ ー個別周知・意向確認ー育児 義務

R7年10月１日施行



⑪仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮義務化 １

R７年10月１日施行

労働者本人又は配偶者が妊娠・出産等の申出をしたときタイミング①

タイミング②
労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間（１歳11か月
に達した日の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで）

聴取内容

① 勤務時間帯（始業及び終業の時刻）

② 勤務地（就業の場所）

③ 両立支援制度等の利用期間

④ その他仕事と育児の両立の支障となる事情の改善に資する就業の条件

聴取方法 ①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

労働者が希望した場合のみ
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育児 義務



⑪仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮義務化 ２

聴取内容

① 勤務時間帯（始業及び終業の時刻）

② 勤務地（就業の場所）

③ 両立支援制度等の利用期間

④ その他仕事と育児の両立の支障となる事情の改善に資する就業の条件

配慮の内容

【具体的な配慮の例】
・勤務時間帯・勤務地にかかる配置
・業務量の調整
・両立支援制度等の利用期間等の見直し
・労働条件の見直し

聴取した労働者の仕事と育児の両立に関する意向について、
自社の状況に応じて配慮しなければなりません
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育児 義務

R７年10月１日施行



育児休業制度の個別周知・意向確認

現
行
法

改
正
法
に
よ
り
追
加

１歳11か月に達した日の翌々日～
２歳11か月に達する日の翌日まで

タイミング
３歳になるまでの適切な時期

改
正
法
に
よ
り
追
加

改
正
法
に
よ
り
追
加

「柔軟な働き方を実現するための措置」
の個別周知・意向確認

個別の意向聴取 個別の意向聴取

タイミング

労働者からの妊娠・出産の申出

育休・産後パパに関する制度
育休・産後パパの申出先
育休給付金に関すること
育休・産後パパ期間の社会保険料の取扱い

始業時刻・終業時刻
就業の場所
両立支援制度等の利用期間
仕事と育児の両立に資する就業の条件
（業務量・労働条件の見直し等）

始業時刻・終業時刻
就業の場所
両立支援制度等の利用期間
仕事と育児の両立に資する就業の条件
（業務量・労働条件の見直し等）

措置の内容

措置の申出先（例：人事部など）

所定外労働（残業免除）・時間外労働・
深夜業の制限に関する制度

配慮 配慮
勤務時間帯、勤務地に係る配置、
業務量の調整、労働条件の見直し

勤務時間帯、勤務地に係る配置、
業務量の調整、労働条件の見直し

方 法 ①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

仕事と育児の両立に関する個別周知・意向確認 ／ 個別の意向聴取・配慮
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まとめ

全事業所（従業員数に関わらない）

従業員数301人以上の企業

男性の育児休業等の取得の状況を公表する

就業規則や育児介護休養規程等の見直しを行う令和７年４月１日施行に向けて

令和７年10月１日施行に向けて 「柔軟な働き方を実現するための措置」を講じるため

過半数労働組合等からの意見聴取を行い

就業規則等に定める

＊スライド３ｐ～４ｐ・７ｐ～９ｐ・１４ｐを参照＊

＊スライド１５ｐ～１７ｐを参照＊

＊スライド13ｐを参照＊
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５．「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」の
概要

（出生後休業支援給付及び育児時短就業給付につい
て）

参考資料

① 関連資料のURLやQRコード

② 介護保険制度のリーフレット

③ 育児休業給付の給付率引き上げ

④ 育児短時間給付の創設

⑤ 中小企業育児・介護休業等推進支援事業①

⑥ 中小企業育児・介護休業等推進支援事業②

⑦ 育児・介護休業制度特設サイト

⑧ 男性の育児休業取得促進事業

⑨ 両立支援のひろば

改正法についての資料掲載先

②～⑨のサイトにとびたいとき

介護保険制度についての周知資料

育児休業給付率引き上げの概要

育児短時間給付の概要

育休をとりやすい職場作りのサポート

介護で離職しない職場作りのサポート

育児休業・介護休業の関する情報

イクメンプロジョクトについて

男性の育休取得率公表・一般事業主行動計

画の公表の場
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■介護離職の防止に向けた労働者・事業主向け広報資料

労働者や事業主等を対象に、介護に直面した際の

相談窓口や介護保険サービス、介護休業制度等の

利用までの流れを解説しています。

⑥ https://www.youtube.com/playlist?list=PLMG33RKISnWgWl_4CcbI4ivhhl-
fIIVFi

■仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン

仕事と介護の両立支援を、企業経営者が先導して

取り組む必要がある背景や進め方のポイントなどを

まとめています。

⑦ https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kaigo/kaigo_guideline.html

■男性の育児休業取得促進事業（イクメンプロジェクト）
企業において、男性の育児休業の取得を促進するため、好事例の周知・啓発、経営層・管理職向けのセミナーを行っています。

④ https://ikumen-project.mhlw.go.jp/

関連資料などのご案内
■改正育児・介護休業法及び次世代法に関する資料

厚生労働省の以下のページに関係条文等最新情報を順次掲載しています。

① 育児・介護休業法について

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html

② 次世代育成支援対策推進法について

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11367.html

①

■両立支援等助成金について
働きながら子育てや介護を行う労働者の雇用の継続を図るための就業環境整備に取り組む

事業主に対して両立支援等助成金を支給しています。

③ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html

③

④

■中小企業育児・介護休業等推進支援事業
中小企業で働く労働者の育児休業取得・円滑な職場復帰支援のための「育休復帰支援プラン」や、介護離職防止の

ための「介護支援プラン」の策定等に係る労務管理の専門家による個別支援やセミナーの開催等を行っています。

⑤ https://ikuji-kaigo.mhlw.go.jp/

②
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⑦⑥

⑤

①



（参考）40歳になられた方向けの介護保険制度リーフレット
～ 2枚版（本資料）のほか、4枚版があるので、適宜、活用ください。 ～ ②
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育児休業給付の給付率引上げ

○ 育児休業を取得した場合、休業開始から通算180日までは賃金の67％（手取りで８割相当）、180日経過後は50％が支給。
○ 若者世代が、希望どおり、結婚、妊娠・出産、子育てを選択できるようにしていくため、夫婦ともに働き、育児を行う

「共働き・共育て」を推進する必要があり、特に男性の育児休業取得の更なる促進が求められる。

現状・課題

○ 子の出生直後の一定期間以内（男性は子の出生後８週間以内、女性は産後休業後８週間以内）に、被保険者とその配偶者
の両方が14日以上の育児休業を取得する場合に、最大28日間、休業開始前賃金の13％相当額を給付し、育児休業給付とあ
わせて給付率80％（手取りで10割相当）へと引き上げることとする。
※ 配偶者が専業主婦（夫）の場合や、ひとり親家庭の場合などには、配偶者の育児休業の取得を求めずに給付率を引き上げる。

＜財源＞子ども・子育て支援金を充当 ＜施行期日＞2025（令和７）年４月１日

見直し内容

給付率2/３
（出産手当金※)

給付率５０％
（育児休業給付金）

出産 育児休業開始 １歳
180日８週間

１歳２月

母

父
給付率６７％

（育児休業給付金）
給付率５０％
（育児休業給付金）

育児休業開始

給付率６７％
（育児休業給付金）

152日（180日－28日）

給付率
６７％

28日

※健康保険等により、産前６週間、産後８週間について、過去12ヶ月における平均標準報酬月額の２/３相当額を支給。

○育児休業給付の給付イメージ

28日

１３％

１３％

給付率 80％
（手取り10割）
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育児時短就業給付の創設

○ 現状では、育児のための短時間勤務制度を選択し、賃金が低下した労働者に対して給付する制度はない。

○ 「共働き・共育て」の推進や、子の出生・育児休業後の労働者の育児とキャリア形成の両立支援の観点から、柔軟な働き

方として、時短勤務制度を選択できるようにすることが求められる。

現状・課題

○ 被保険者が、２歳未満の子を養育するために、時短勤務をしている場合の新たな給付として、育児時短就業給付を創設。

○ 給付率については、休業よりも時短勤務を、時短勤務よりも従前の所定労働時間で勤務することを推進する観点から、時

短勤務中に支払われた賃金額の10％とする。

＜財源＞子ども・子育て支援金を充当 ＜施行期日＞2025（令和７）年４月１日

見直し内容

時短後の賃金と給付
額の合計が時短前の
賃金を超えないよう
に給付率を調整

時短勤務前の賃金に対する比率

賃
金
＋
給
付
額

100％

100％

W：賃金

給付（賃金×10％）

○育児時短就業給付の給付イメージ

90％
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中小企業育児・介護休業等推進支援事業①

◆ 中小企業で働く労働者の育児休業の取得及び育児休業後の円滑な職場復帰による継続就労を支援するため、
中小企業及び中小企業で働く労働者の状況に応じた「育休復帰支援プラン」策定・利用を支援

⑤
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中小企業育児・介護休業等推進支援事業②

◆ 中小企業で働く労働者の介護離職防止のための取組を支援するため、
中小企業及び中小企業で働く労働者の状況に応じた「介護支援プラン」策定・利用を支援

⑥
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仕事と介護の両立支援制度等につい
て、動画等によりわかりやすく解説
https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bu
nya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/k
aigo/index.html

■介護休業制度特設サイト

仕事と育児の両立支援制度等につい
て、動画等によりわかりやすく解説

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bu
nya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/i
kuji/

■育児休業制度特設サイト

育児・介護休業制度特設サイト ⑦
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男性の育児休業取得促進事業（イクメンプロジェクト）

■「イクメンプロジェクト」とは
○積極的に育児をする男性「イクメン」及び「イクメン企業」を周知・広報・支援するプロジェクト（H22年度から実施）
○企業・個人に対する仕事と育児の両立に関する情報・好事例等の提供や経営層・管理職・人事労務担当者や若年層向け
セミナー の開催等により、男性の育児休業取得等に関する取組を促進する。

■「イクメンプロジェクト」のねらい
○男性の育児休業の取得や育児短時間勤務の利用を契機とした、職場内の業務改善や働き方の見直しによるワーク・ライフ・バランスの実現
○男性の育児に参画したいという希望の実現や育児休業の取得促進、女性の継続就業率と出生率の向上

⑧

https://ikumen-project.mhlw.go.jp/



＜トップページ＞

https://ryouritsu.mhlw.go.jp/index.html

企業の行動計画や
両立支援の取組の

検索が可能

企業の好事例も
検索が可能

両立支援のひろば

＜公表画面イメージ＞

A社

製造業

1,000人

公表前事業年度：2022年1月１日～2022年12月31日
育児休業等をした男性労働者数の割合：50％

公表前事業年度：2022年1月１日～2022年12月31日
育児休業等をした女性労働者数の割合：90％

１．計画期間 20XX年X月X日～20XX年X月X日までの 5 年間
２．目標と取組内容

目標① 男女とも更に柔軟な働き方ができる環境を整備する。
＜対策＞
X年X月～ 両立支援ガイドブックの配布
X年X月～ フレックスタイム制、テレワークの利用促進のための

環境整備
X年X月～ 管理職に対するマネジメント研修の実施

目標② 年次有給休暇の取得○日以上、取得率を○％以上とする。
＜対策＞
X年X月～ 全社員の取得状況の集約、分析
X年X月～ 年休取得計画を作成し、管理職からの声掛けを実施

仕事と育児の両立がしやすい制度として、
育児のための時差出勤制度を小学校▲年生まで導入しています。
ベビーシッター利用代金の半額を補助しています。

企業名

認定

業種

企業規模

男性の育児休業取得率等

女性の育児休業取得率

一般事業主行動計画の
内容

我が社の両立支援の取組
（現在実施中又は実施し
ていた取組・実績、育児
休業平均取得期間など）

例えば、「育児のための短時間勤務や所定外労働の免除、子の看護休暇等に
ついて、法定を上回る期間（子が小学校〇年生の年度末まで、心身に障がい
を持つ子の場合、小学校□年生の年度末まで）で取得可能。」といった記載
をしている企業もあり。

• 厚生労働省の運営する｢両立支援のひろば｣において、次世代育成支援対策推進法にもとづく一般事業主行動計画の内容
や、学生・求職者等にアピールできる企業の両立支援の取組を公表することができます。
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